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Ⅰ 平成２7年度　佐賀市財務書類の公表について

　 　

　　　　　

　平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置づけられました。
これにより「新地方公会計制度研究会報告書」で示された「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデ
ル」を活用して、地方公共団体単体及び関連団体等を含む連結ベースでの財務書類を人口３万人以上
の都市においては、平成２１年度までに整備し公表するよう通知されました。

　こうした状況を踏まえ、本市では平成21年度から「基準モデル」により資産台帳の整備に着手し、
複式簿記に基づき発生主義による財務書類を作成することにより、本市が所有する全ての資産と負債
状況や行政サービスに要したコストを把握してまいりました。

　その後平成２６年４月３０日に財務書類の作成方法の統一化のための「今後の新地方公会計の推進
に関する研究会報告書」が取りまとめられ、平成２７年１月２３日に「統一的な基準による地方公会
計マニュアル」が取りまとめられました。本市では平成２７年度から「統一的な基準」により財務書
類を作成することとし、これにより団体間の比較可能性が確保され、将来的には決算分析や予算編成
への活用を考えています。

　

※　全体とは、一般会計等に特別会計を含めたもので、連結とは、全体に外郭団体を含めたものです。

なお、外郭団体のうち第三セクターについては、市の出資比率が５０％以上の団体を対象として
います。

連結対象とした会計の範囲

佐賀県後期高齢者医療広域連合、佐賀中部広域連合、西佐賀水
道企業団水道事業、佐賀東部水道企業団、佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業、天
山地区共同衛生処理場組合、天山地区共同斎場組合、佐賀市土地開発公社、（財）佐賀市
文化振興財団、（財）佐賀市体育協会、㈱佐賀資源化センター、㈲熊の川温泉ちどりの湯、
三神地区環境事務組合、脊振共同塵芥処理組合、（財）嘉瀬川水辺環境整備センター

外郭団体[ 15会計]

一般会計

国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所特別会計、後期
高齢者医療特別会計、自動車運送事業会計、水道事業会計、富士大和温泉病院事業会計、
工業用水道事業会計、下水道事業会計

特別会計[ 8会計]

連 結

全 体

一般会計等[ １会計]



Ⅱ平成２７年度　財務書類

（１）貸借対照表（バランスシート）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

(１)固定資産 337,134 96% 502,647 96% 525,659 95% (１)固定負債 93,318 27% 225,070 43% 235,468 43%

（1）有形固定資産 312,229 89% 476,077 91% 496,664 90% ①地方債等 80,761 23% 149,812 29% 155,916 28%

　①事業用資産 127,573 36% 129,568 25% 130,168 24% ②退職手当引当金 12,404 4% 14,469 3% 15,048 3%

　②インフラ資産 180,379 51% 329,786 63% 347,608 63% ③その他 153 0% 60,789 12% 64,504 12%

　③物品 4,277 1% 16,723 3% 18,888 3% (２)流動負債 10,249 3% 15,743 3% 17,349 3%

（2）無形固定資産 171 0% 1,158 0% 5,597 1% ①１年以内償還予定地方債等 9,071 3% 13,035 2% 14,057 3%

（3）投資その他の資産 24,734 7% 25,412 5% 23,398 4% ②未払金 5 0% 1,283 0% 1,509 0%

　①投資及び出資金 3,885 1% 3,885 1% 720 0% ③その他 1,173 0% 1,425 0% 1,783 0%

　②長期延滞債権 238 0% 996 0% 1,055 0%

　③基金 20,402 6% 20,435 4% 21,440 4%

　④徴収不能引当金 -31 0% -91 0% -184 0%

　⑤その他 240 0% 187 0% 367 0%

(２)流動資産 14,887 4% 22,121 4% 27,388 5%

①現金預金 3,001 1% 8,279 2% 12,428 2%

②未収金 327 0% 2,306 0% 2,858 1% 103,567 29% 240,813 46% 252,817 46%

③財政調整基金等 11,520 3% 11,520 2% 11,628 2%

④徴収不能引当金 -14 0% -31 0% -34 0%

⑤その他 53 0% 47 0% 508 0% 248,454 71% 283,955 54% 300,230 54%

352,021 100% 524,768 100% 553,047 100% 352,021 100% 524,768 100% 553,047 100%

住民一人当たり

資産の部 150 万円 224 万円 236 万円 負債の部 44 万円 103 万円 108 万円

純資産の部 106 万円 121 万円 128 万円

（１）‐(１)有形固定資産 ①事業用資産 ： 庁舎や学校などの有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　 ②インフラ資産 ： 道路や河川などの社会基盤となる資産

　　　　　　　　　　　　　　 ③物品 ： 器具備品や機械装置などの資産

（１）‐(2)無形固定資産　　　　ソフトウェア等無形の資産

（１）‐(3)投資その他の資産　①投資及び出資金 ： 運用目的の有価証券や出資金等の資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②長期延滞債権 ： 税等の未収金や貸付金などの回収期限到来後１年を経過した資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③基金 ： 特定の目的のために積立した資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④徴収不能引当金 ： 長期延滞債権や長期の貸付金に対して徴収不能とみられる金額を見積り引当した金額

（２）流動資産　　　　　　　　　　①現金預金 ： 形式収支額（歳入歳出の差し引き額）や歳計外現金などの現金や預金の資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②未収金 ： 税収や使用料手数料のうち回収期限が到来後１年を経過していない資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③財政調整基金等 ： 財政調整基金や１年以内に地方債の償還に充てられる減債基金

（１）固定負債　　　　　　　　　　　①地方債 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　②退職手当引当金 ： 将来の退職者に対する給付すべきこととなる退職金の引当額

（２）流動負債　　　　　　　　　　　①１年以内償還予定地方債等 ： 地方債・借入金残高のうち翌年度償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　②未払金 ： 企業会計団体の財貨または用役の提供を受けたが、支払が済んでいない残高

◎　純資産合計　　　　　　　　　　これまでの世代が負担して蓄積された資産

※　平成２８年３月３１日の佐賀市の人口： 人

※四捨五入したため一致しない部分があります。

連結一般会計等

平成２８年３月３１日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもので、地方自治体が、住民サービスを提供するために保有している資産と、そ
の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかについて、総括的に示したものです。行政的には、資産は、サービス提供能力を示し、負債
は、将来世代の負担を示し、純資産は、現在までの世代の負担と捉えます。

資産の部 負債の部

項目
一般会計等 全体 連結

項目
全体 連結一般会計等

項目 一般会計等 全体 連結 項目

　今までに佐賀市では、一般会計等ベ－スで3,520億円、全体ベースで5,248億円、連結ベースで5,530億円の資産を形成してきています。

　そのうち、純資産である、2,485億円（一般会計等）、2,840億円（全体）、3,002億円（連結）については、これまでの世代の負担で支払いが済んでおり、負債である
1,036億円（一般会計等）、2,408億円（全体）、2,528億円（連結）について、これからの世代が負担していくことになります。

234,621

 

資産の部合計

負債の部合計

純資産の部

純資産の部合計

負債・純資産の部合計

全体

概 要

項目の説明



（2）行政コスト計算書及び純資産変動計算書（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率

86,041 103% 127,296 110% 174,146 109%

14,074 17% 16,895 15% 19,838 12%

27,064 32% 36,285 31% 39,793 25%

1,424 2% 3,345 3% 4,886 3%

43,479 52% 70,771 61% 109,629 69%

3,420 4% 12,516 11% 15,704 10%

1,244 1% 1,302 1% 1,345 1%

43 0% 42 0% 43 0%

83,822 100% 116,040 100% 159,744 100%

79,077 94% 111,868 96% 155,809 98%

56,361 67% 78,415 68% 100,336 63%

22,716 27% 33,453 29% 55,473 35%

本年度差額 -4,745 -6% -4,172 -4% -3,935 -2%

６　資産評価差額 0 0% 0 0% 0 0%

７　無償所管替等 -780 -1% -687 -1% -700 0%

８　その他の純資産変動額 -1,048 -1% -400 0% -430 0%

本年度純資産変動額 -6,573 -8% -5,259 -5% -5,065 -3%

前年度末純資産残高 255,027 - 289,214 - 305,295 -

本年度末純資産残高 248,454 - 283,955 - 300,230 -

※固定資産等の変動（内部変動）・固定資産等形成分 -7,580 - -7,604 - -7,860 -

・有形固定資産等の増加 3,883 - 14,405 - 15,559 -

・有形固定資産等の減少 11,093 - 21,639 - 23,328 -

・貸付金・基金等の増加 1,890 - 1,890 - 2,693 -

・貸付金・基金等の減少 2,260 - 2,260 - 2,784 -

住民一人当たり

36 万円 49 万円 68 万円

34 万円 48 万円 66 万円

-2 万円 -2 万円 -2 万円

１　経常費用　 ①人件費 ： 職員給与や議員報酬、退職給付費用など
　　　　 ②物件費 ： 備品や消耗品、委託費、使用料施設等の維持修繕に係る経費や事業用資産の減価償却費など

③その他の業務費用 ： 地方債、関係団体の借入金の償還利子や徴収不能引当金繰入額など
④移転費用 ： 住民への補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障費など

２　経常収益　 施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発行手数料、財産売払収入、雑入など
３　臨時損失　 災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの
４　臨時利益　 資産の売却益など臨時に発生するもの
５　財源　 ①税収等 ： 市税や利子割交付金などの交付金、特別会計の保険料等の収入など

　　 ②国県等補助金 ： 国や都道府県からの補助金収入
６　資産評価差額　 有価証券等の評価差額など
７　無償所管替等　 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等など
※固定資産の変動 有形固定資産・貸付金・基金等将来世代に対する資産形成の状況をいう

※四捨五入したため一致しない部分があります。

　行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスなどの提供といった資産形成に結びつかない行
政サービスに要したコストを人件費、物件費、その他の業務費用、移転費用に区分して表示したものです。

５　財源

純行政コスト

②　物件費等

１　経常費用　計　(行政コスト総額)

①　人件費

項目
一般会計等 全体 連結

　純資産変動計算書（ＮＷＭ）は、純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が年度中にどの
ように増減したかを、①財源、②資産評価差額、③無償所管替等、④その他に区分して表示したものです。

③　その他の業務費用

④　移転費用

２　財源

一般会計等 全体 連結

３　臨時損失

４　臨時利益

１　純行政コスト

２　経常収益

　平成２７年度の行政コストの総額は、一般会計等ベ－スで860億円、全体ベース1,273億円、連結ベースで1,741億円になります。

　住民の皆さんが負担した市税や国県等補助金などの財源は、一般会計等ベ－スで790億円、全体ベースで1,119億円、連結
ベースでは1,558億円になります。

　純行政コストと財源に資産評価差額,無償所管替等を加減した本年度純資産変動額は、一般会計等ベ－スで△66億円、全体
ベースで△53億円、連結ベースで△51億円であり、将来返済が必要な財産が増加したことになります。また、将来の世代に対す
る固定資産の変動状況ですが、一般会計等ベ－スで76億円、全体ベースで76億円、連結ベースで79億円の減少でした。

３　本年度差額　(１財源－２純行政コスト)

①　税収等

②　国県等補助金

項目

項目の説明

概 要



（３） 資金収支計算書

（単位：百万円）

（注）うち、地方債等支払利息支出

※四捨五入したため一致しない部分があります。

③臨時支出 153 153 153

④臨時収入 0 0 0

②業務収入 81,571 121,908 168,760

　１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し表示したもので
す。

項目 一般会計等 全体 連結

11,760

(イ)業務活動収支（④-③+②-①） 4,894 9,398 11,492

①業務支出（注） 76,524 112,357 157,115

4,572利払後基礎的財政収支(イ＋ロ)

(ロ)投資活動収支（②-①） -2,474 -5,873 -6,920

①投資活動支出 4,847 10,183

9,346 13,213 15,037

②投資活動収入 2,373 4,310 4,840

2,420 3,525

１　本年度資金収支額(イ＋ロ＋ハ) 454 400 9

(ハ)財務活動収支（②-①） -1,966 -3,125 -4,563

①財務活動支出

2,705 7,983 12,117

３　比例連結割合変更に伴う差額 -

②財務活動収入 7,380 10,088 10,474

ハ-②財務活動収入 ： 地方債や借入金の収入

イ-③臨時支出 ： 行政サービスを行う中で、臨時的に支出されるもの（災害復旧事業費など）

イ-④臨時収入 ： 行政サービスを行う中で、臨時的に収入されるもの
　　　　　　　　　　（資産の売却に伴う収入など）

　平成２７年度は、資金が一般会計等ベ－スで5億円、全体ベースで4億円、連結ベースで0.09億円増加して
おり、期末資金残高は、一般会計等ベ－スで27億円、全体ベースで80億円、連結ベースで121億円になりま
した。

ロ-①投資活動支出 ： 公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの金融資産形成に支出し
たもの

２　前年度末資金残高 2,251 7,583 12,104

４　本年度末資金残高(１＋２)

- 4

　利払後基礎的財政収支は、公債費を賄う財源となるものですが、一般会計等ベ－スで24億円、全体ベー
スで35億円、連結ベースで46億円でした。

1,042 2,523 2,692

イ-①業務支出 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの
　　　　　　　　　　（人件費、物件費、補助費、扶助費など）

イ-②業務収入 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの
　　　　　　　　　　（市税、保険料、使用料、手数料など）

ロ-②投資活動収入 ： 公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入、土地などの固定資産の売却収入など

ハ-①財務活動支出 ： 地方債や借入金などの元本の償還

項目の説明

概 要


